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緒　言
わが国の自殺者は , 平成 21年の人口動態統計
による資料では年間総数 30,229 人と 1997（平
成 9）年の 23,494人からも大きく上昇している 1)。
人口 10万人あたりの死亡数 (自殺死亡率 )では、
1997（平成 9）年の 18.8（男女計）から 1998（平
成 10）年の 25.4 へと大幅に増加し、その後数
年間、緩やかに減少している。男性では、1998

（平成 10）年に 36.5 と極大となり、その後変動
を繰り返しながら 2008（平成 20）年には 35.1

となった。女性では、1998（平成 10）年に 14.7

となったが、緩やかに減少し 2008（平成 20）
年には 13.5となった。社会実情データ図録によ
れば、自殺者数については、1980（昭和 55）年
代前半の不況の際には、失業の増加から 1 年遅
れで自殺者が増加した 2)。それ以降、自殺者数
と景気はおおまかには関連しており、1998（平
成 10）年に極大値をとり、その後回復する。いっ
ぽう景気、失業者数は 2002（平成 14）年に向かっ

て下がり続ける。このような時系列データでは、
数値のゆらぎに隠された増加、減少のトレンド
を客観的に判断することは困難を伴う。本研究
では、都会住民の自殺死亡率の時系列データを
もとにして、非線形な挙動を解析する方法を用
いて検討し、高齢者の自殺死亡の現象に、いか
なる要因が働いているのか考察したものであ
る。

研究方法
1.分析資料
東京都民の 10 万人あたりの自殺者数（自殺
死亡率）を以下の資料から抜粋し、解析に用い
た 3)。資料は、東京都福祉保健局発行の人口動
態統計年表（確定数）、1998 － 2007年度版を用
いた。この自殺死亡率をもとに以下の解析を行
い、時系列の変化を解析した。年齢区分は、65

歳から 85 歳未満を 5 歳おきに 4 グループ、男
女それぞれについて以下の解析を行った。

要　旨 

人口動態統計によると、わが国の自殺者は年間３万人を超えており、その対策が急がれ
ている。10 万人あたりの自殺死亡者数（自殺死亡率）を年齢性別にみると若年者のそ
れは増加傾向にあるのに対して高齢者では男女とも減少傾向を認める。しかし、このよ
うな変化は時系列に並べてみると、非線形な挙動が含まれており、直線回帰としてそ
の傾向を解析することは難しい。本研究では、人口動態統計をもとに都内在住の 65 歳
から 85 歳までの男女についてのデータを 1998（平成 10）年から 2007（平成 19）年ま
で調査し、時間遅れ座標を用いて解析した結果、一部の年齢群では 2000（平成 12）年
を境に、自殺者数の減少を認めた。2000（平成 12）年を境とする自殺者数の改善には、
各種施策の関与が推測された。特に介護保険の開始が一部関与しているとする先行研究
も見られるが、本研究の結果からも、健康日本 21 も含め各種施策の開始との関連にお
いて更なる 検討が必要と思われた。
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2.時間遅れ座標の作成
1 変数の非線形な時系列データを解析するた
めの基本的手法でもある Lorenzプロットの手
法を参考に、τ＝ 1 とする時間遅れ座標を作
成した 4-6）。時間 tにおける観測量 x ( t )と時間
遅れの x ( t + 1 )を x - y平面にプロットすると、
x ( t + 1 ) = F ( x ( t ))のような関数にて表現するこ
とにより、規則的なパターンを観察することが
できる。すなわち、1998（平成 10）年を t = 1

として、年度 tと t + 1 における（人口 10 万人
あたりの）自殺死亡率 xをそれぞれ x（ t ）と 

x ( t + 1)とした。t は 1から 9までとした。これ
を二次元のグラフにプロットするべく、点 Ptの
x座標を x ( t )、y座標を x ( t + 1 )とした。点 P1

から点 P 9 までを実線で結び、作成されるアト
ラクタ（軌跡）の挙動を検討した。

研究結果
図 1、2 は、高齢者の年齢別にみた自殺死亡
率の年次推移を示したものである（1998 - 2005）。
男性群では、75-80 歳代では西暦 1999（平
成 11）年を境に低下傾向を認め、80-85 歳では
2001（平成 13）年をピークにその後減少傾向を
認めた（図 1）。また、女性群では、75-80歳代、
80-85 歳共、2000（平成 12）年に極大値をとり、
その後減少傾向を認めた。
しながら全体として、大きなゆらぎの中にあ
り、線形回帰による解析は困難であった。図 3,4

は、75-80 歳の男性と女性について 1998（平成
10）年から 2007（平成 19）年までの 9 年間の
自殺死亡率を時間遅れ座標にてプロットしたも
のである。P3-P4 の部分で相転移が生じ別のア
トラクタ（軌跡）へと移行している様子が見て
とれる。同様の現象は、表 1 の通り 男性では、
75-80歳、80-85歳代 において見られ、女性では、
65-70 歳、75-80 歳、80-85 歳代の各グループに
おいて観察された。

考　察
神経系の情報、生態系のうつり変わりなどは、
時間と共に変動する時系列データであるが、非
線形の挙動を認めることが多い。このような非

線形のゆらぎは、カオス的なふるまいをもつこ
とがあり、回帰直線にて解析することが困難で
あるため、生物物理学的な処理方法が提案され
ている 4-6）。このような複雑系は生理学的なシ
ステムのみならず、経済社会現象にも当てはま
ることが多いが、多数の因子または未知の因子
が関係して全体の振る舞いが決まるシステムに
おいては、それぞれの因子が相互に影響を与え
るため、回帰直線などの還元主義の手法ではシ
ステムの評価が困難である。血中コレステロー
ル値の時系列変化などにも応用されているが、
時間遅れの 2 次元プロットを行うことにより、
描かれたアトラクタ（軌跡）の挙動が視覚的に
理解でき、数値変化の様相が移り変わり、相転

表1.  西暦2000年における自殺死亡率低下の所見
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図1　 年齢（5歳階級）別自殺死亡率の年次推
移（男性）

図2　 年齢（5歳階級）別自殺死亡率の年次推
移（女性）
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移が生じればこれを認識することが可能とな
る。本研究では、都会の自殺死亡率の挙動を 9

年間に渡ってフォロー、性別、年代別に上記の
手法を応用し、検討を加えたものである。
その結果、一部のグループでは、2000（平成

12）年を境に自殺死亡率を巡るアトラクタに相
転移の兆候が見られ、特にその傾向は男性では
75 歳以上、女性では 65 歳以上において見られ
たことは、偶然の変動と言うよりも、高齢者介
護などこの時代の支援が一要因となっている可
能性がある。
箕輪、三徳は、全国の自殺死亡率の時系列変
化を解析し、2000（平成 12）年を境に自殺率
の減少をみており、その要因として介護保険の

制度開始が一部に影響を与えている可能性を示
唆している 7)。しかし、解析方法ではデータを
2000（平成 12）年を境にしてその前後に分割、
それぞれの回帰直線の比較を行っている。任意
の時間範囲の中で回帰直線を当てはめる手法を
とっていることが、その根拠について議論を生
む可能性もあり、より客観的な検証方法が必要
となっていた。そこで本研究では、都会住民の
自殺死亡率を、年齢別に時間遅れ座標にて表示
してその挙動を検討したものである。その結果
2000（平成 12）年を境とする自殺死亡率の減少
が一部の年代群において見られることを確認し
た。
男性では 75 歳以上の年代で、2000（平成 12）
年時に相転移が見られたのに対して、女性では
65 歳でも相転移が見られ、これらの年代にお
いて自殺率が減少している可能性を示唆してい
る。このように女性では、比較的若年から変化
が起きており、被介護者の問題のみならず介護
する側の負担の問題と自殺の関係が推測される
結果であった 8-11)。
確かに、2000（平成 12）年には介護保険法施
行を始め 12)、健康日本 21 などの施策が開始さ
れた年でもある 13)。それ以前、1900 年代の後
半では、雇用情勢の悪化、世紀末思想などもあ
り自殺者数が上昇していた可能性もある 2)。健
康日本 21 は青壮年者の健康づくりを中心とす
る施策であったこと、雇用情勢の悪化も青壮年
層に影響が強いため、本研究では、主に介護保
険の第 1 号被保険者の年齢範囲について、自殺
死亡率の時間変化を検討した。その結果、2000

（平成 12）年を境に一部高齢者に特徴的な自殺
死亡率の減少を認めたことを考慮すると、介護
保険の開始は無視できない要素であるといえよ
う。この前後の社会状況をみると、1997（平成
9）年秋の大型金融破綻事件がきっかけとなり、
1998（平成 10）年の 5 月にかけて景気は後退、
失業者が急増し、（人口 10 万人あたりの）自殺
死亡率も 1997（平成 9）年から 1998（平成 10）
年にかけて 18.8 人から 25.4 人へと急増した。
総自殺者数では前年の 2 万 3 千人台から、3 万
1 千人台へと急増したこともあって、社会的に
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図3　 自殺死亡率の時間遅れ座標（75－80
歳、男性）

図4　 自殺死亡率の時間遅れ座標（75－80
歳、女性）
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大きく注目を浴びた時期である。本研究では、
比較的景気変動、雇用の影響を受けやすい若年
者世代を避け、65歳以上の高齢者について検討
を行った。また、本研究は都会住民のデータを
用いたものであり、その動向の地域差について
も検討が必要であろう。その際、本研究で用い
た時間遅れ座標は、視覚的にトレンドを反映さ
せることができ、有効な手段と期待される。
高齢者の自殺には、身体的要因のみならず精
神的要因がある。特にうつ病に関する研究は多
く、健康日本 21でも、自殺対策が謳われている。
その中で、「自殺はひとつの要因だけで生じる
ものではなく、多くの要因が絡み合って起こり、
特にうつ病は最も重要な要因であるため、うつ
病の早期発見、適切な治療は自殺予防のひとつ
の大きな鍵であり、自殺が急増した原因を明確
にし、自殺対策の研究の推進さらに適切な治療
体制の整備等を図ることにより、22,000 人以下
に減少することを目標とすべきである」と具体
的な取り組みの内容が解説されている。このよ
うに予防施策には身体介護のみならず心の健康
づくりなどの総合的な自殺対策が求められてい
る 14）。以上の事実から、2000（平成 12）年前
後の自殺率の動向は、複数の施策とその成果で
ある可能性を示唆する。

今後の課題
2000（平成 12）年は介護保険制度の第 1年次
でもあり、実際に介護サービス利用者に対する
介護負担の軽減自体がこのような自殺死亡率の
減少を招いたものか、または期待感によるもの
か今回の結果から判断することは難しい。介護
保険開始後 10 年で介護サービスを利用する高
齢者は 384 万人と当初の 2.6 倍に増加している
が、自殺予防の効果が継続しているものか検証
が必要であろう。さらに、本研究でみられた都
内住民における 2000（平成 12）年度を境界と
する高齢者の自殺率減少が他の年代、都会と農
村等地域別においても同様に見られるものか、
今後の検証が必要であろう。
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Changes in suicide rates from 1998 to 2007 using delay-coordinate mapping
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Summary

 According to the Japanese Population Survey Report, the rate of suicide-related death 

in Japan is over 3,0000/year. The number is so large that certain countermeasures are 

needed to address this urgent problem. While, the incidence of youth suicide (the number 

of death per 100,000) is increasing, whereas the incidence of elderly suicide is decreasing. 

The temporal trends of suicide-related death rates (which fluctuate significantly) are non-

linear that biophysical methods are necessary to analyze this trend. In the present study, 

temporal trends for suicide-related  death were analyzed using data from The Population 

Survey Report, urban area of Japan aged 65 to 85, from 1998 to 2007. A non-linear method 

of documenting changes in the number of suicides was constructed based on the method of 

delay-coordinate mapping.  High suicide-related death rates continued up until around the 

year 2000, when the death rate of suicide dropped. This phenomenon occurred at the age 

group of 75-80, 80-85 in men and 65-70, 75-80, 80-85 in women. Decreased social support 

and social isolation are generally associated with increased suicidal feelings in elderly 

people. The initiation of nursing care insurance and Healthy Japan 21 movement around 

the year 2000 may have been involved in the reduction of suicide rates. 

(Med Biol 155: 217-221 2011)
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